
 

- 41 - 

 

（別表） 

当事者の主張 

 

番

号 

記事の内容 原告の主張 被告の主張 

摘示事実 社会的評価の低下 摘示事実が真実に反すること 被告の主張に対する反論 

① 茨城守谷市長の「黒すぎる市

政」に地方自治法違反疑惑 

原告の茨城県守谷市長として

の市政が「黒すぎる」旨の事

実 

一般人をして原告が不正に

手を染めた政治家との印象

を与え，原告の社会的評価

を低下させる。 

実際には「黒い」ところは全

くなく，クリーンであるか

ら，真実に反する。 

これらの記述は，本件各記事が疑惑

の対象であるとする原告の「地方自

治法違反事実」，「官製談合を行った

事実」，「守谷市政治倫理条例違反事

実」等の事実が確実であることを印

象付けるものであり，本件各記事が

事実を摘示したものであることは明

白である。 

仮に論評に該当するとしても，かか

る論評が前提とする事実はいずれも

真実ではない。さらに，これらの記

述は，何らの根拠もなく原告をひぼ

うするものであり，論評の範囲を逸

脱している。 

当該記述は，抽象的な記述にすぎず，

原告に関する特定の具体的な事柄を摘

示する記述ではなく，原告の法益を侵

害しない。 

原告の茨城県守谷市長として

の市政に地方自治法違反疑惑

が存在するとの事実 

一般人をして原告が違法行

為に手を染めた政治家であ

るとの印象を与え，原告の

社会的評価を低下させる。 

実際には「地方自治法違反疑

惑」は存在しないから，真実

に反する。 

「疑惑」という表現から明らかなとお

り，本件記事が守谷市政に関する論評

記事を記述したことを明らかにした見

出しであり，原告に関する具体的な事

柄を記述したものではない。 

② 地方の殿様の闇 原告が「闇」を抱えた「地方

の殿様」である旨の事実 

一般人をして原告が不正に

手を染めた政治家との印象

を与え，原告の社会的評価

を低下させる。 

実際には，「闇」を抱えたわ

けでもなく，「地方の殿様」

でもないから，真実に反す

る。 

原告に関する具体的な事実を摘示する

記述ではなく，原告の法益を侵害しな

い。 

③ 自らのオーナー企業で市の公共

事業を次々と落札 

原告が，自らのオーナー企業

で市の公共事業と次々と落札

している旨の事実 

一般人をしてあたかも原告

が市政を私物化し，自らの

会社に公共事業を受注させ

ることにより私利を得てい

るかのように誤解させるも

のであり，原告の社会的評

価を低下させる。 

「オーナー企業」でもなけれ

ば，「市の公共事業を次々と

落札」しているわけでもない

から，真実に反する。 

本件各記事全体において，原告が守

谷市政治倫理条例に違反し，かつ官

製談合を行っていることを摘示して

いることと併せて読めば，原告の社

会的評価を低下させる。 

市の公共事業を落札したという事実

は，原告の社会的評価を低下させる記

述ではない。 

④ 「守谷市の市政運営が真っ黒で

あることは，市議会の関係者なら

誰でも知っている『公然の秘密』

です。にもかかわらず誰も糾弾し

ないのは，市議会議員のほとんど

が，市長派だから。そのため，市

長はやりたい放題。まさに『地方

の殿様』ですよ」（守谷市議会関係

者） 

原告による「守谷市の市政運

営が真っ黒である」旨の事実

及び原告による守谷市政に

「公然の秘密」が存在する旨

の事実 

一般人をして原告が不正に

手を染めた政治家との印象

を与え，原告の社会的評価

を低下させる。 

市政運営は真っ黒でもなけれ

ば，公然の秘密でもないか

ら，真実に反する。 

これらの記述は，本件各記事が疑惑

の対象であるとする原告の「地方自

治法違反事実」，「官製談合を行った

事実」，「守谷市政治倫理条例違反事

実」等の事実が確実であることを印

象付けるものであり，本件各記事が

事実を摘示したものであることは明

白である。 

仮に論評に該当するとしても，かか

る論評が前提とする事実はいずれも

真実ではない。さらに，これらの記

原告に関する特定の具体的な事実を摘

示する記述ではなく，原告の法益を侵

害しない。 

原告が，守谷市政において

「やりたい放題」している

「地方の殿様」である旨の事

実 

一般人をしてあたかも原告

が市政を私物化し，公共事

業から私利を得ているかの

ように誤解させるものであ

り，原告の社会的評価を低

下させる。 

実際には原告は堅実に市長職

を務めており，やりたい放題

でもなければ地方の殿様でも

ないから，真実に反する。 
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⑤ 茨城県南部に位置する人口約６

万６０００人の小さな町，守谷

市。東洋経済新報社が全国８１３

の都市から選ぶ「住みよさランキ

ング」上位常連のこの長閑（のど

か）な町にいま，重大な疑惑が浮

上している。 

疑惑の「主人公」は他でもない。

現職の市長であるＤ氏（６２）だ。

Ｄ氏は同志社大を卒業後，’００

年に守谷市議会議員に当選。’１

２年から４年にわたり市議会議

長を務め，’１６年１１月２０日

の選挙で市長に就任した。 

守谷市政に重大な疑惑が浮上

しており，かつ，疑惑の「主

人公」が原告である旨の事実 

守谷市政に「重大な疑惑が

浮上している」との事実を

摘示することにより，一般

人をして原告が市政運営に

おいて不正を犯していると

の印象を与えるものであ

り，原告の社会的評価を低

下させる。 

実際には，原告の市政運営に

は何らの疑惑もないから，真

実に反する。 

述は，何らの根拠もなく原告をひぼ

うするものであり，論評の範囲を逸

脱している。 

原告の社会的評価を低下せしめる，何

がしかの具体的な事実を摘示していな

い。 

原告が「疑惑の主人公」で

あるという事実を摘示する

ことにより，一般人をして

原告が不正に手を染めた政

治家との印象を与え，原告

の社会的評価を低下させ

る。 

実際には，原告に疑惑は存在

しないから，真実に反する。 

 

⑥ 今回，市議会関係者らの証言で明

らかになったのは，Ｄ氏による公

共事業入札における不正。 

市議会関係者らの証言で，原

告が公共事業入札において不

正を行っていることが明らか

になった旨の事実 

一般人をして原告が不正を

行っているとの印象を与

え，原告の社会的評価を低

下させる。 

実際には原告は不正を行って

いないから，真実に反する。 

「Ｄ氏による公共事業入札における

不正」があった旨の事実は，証拠等

により存否を決することが可能であ

るから，事実摘示に該当し，かかる

事実は存在しないから，真実に反す

る。 

論評であるとしても前提事実が真実

ではないし，論評として許容される

範囲を超えている。 

本件各記事全体における論評の趣旨を

端的に記した記述にすぎず，この記述

は記事全体と一体となって読まれるも

ので，一般読者においてこの記述だけ

独立して受け止められるものではな

い。 

本件論評は前提事実に基づく相当なも

のである。 

⑦ Ｄ氏は市議会議長だった’１２年

～’１６年の間に，自身が筆頭株

主を務めるオーナー企業『Ｄ工

業』で，１４件もの公共事業を受

注していたのだ。そのうち９件は

９５％以上という異常な落札率

で，受注総額は１３億円にも及

ぶ。 

原告が市議会議長だった平成

２４年から平成２６年までの

間に，原告が筆頭株主を務め

るオーナー企業『Ｄ工業』

で，１４件もの公共事業を受

注しており，そのうち９件は

９５％以上という異常な落札

率で，受注総額は１３億円に

も及ぶ旨の事実 

一般人をしてあたかも原告

が市政を私物化し，自らの

会社に公共事業を受注させ

ることにより私利を得てい

るかのように（議長職と公

共事業の落札率に因果関係

があると）誤解させるもの

であり，原告の社会的評価

を低下させる。 

また，「異常な落札率」と

いう事実を摘示することに

より，議長職と公共事業の

落札率に因果関係があると

実際は，Ｄ工業は原告の「オ

ーナー企業」ではないし，議

長職と公共事業の落札率に因

果関係はないから，真実に反

する。落札率は他社比較で特

に高率というわけでもなく，

また，もともと予定価格が低

額であるため落札率が高くな

っているにすぎず，異常では

ないから，真実に反する。 

Ｄ工業は原告の「オーナー企業」で

はなく，議長職とＤ工業による公共

事業の落札率に因果関係がない上，

９５％以上の落札率についても，守

谷市における公共事業発注の仕組み

に照らし，他社と比較して異常に高

いことはないから，真実に反する。 

当該記述の内容は真実である。 
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誤解させるものであり，原

告の社会的評価を低下させ

る。 

⑧ 「Ｄ工業は売上高２５億円，Ｄさ

んの父親が創業した市内トップ

クラスの土建業者で，Ｄさん自身

も’７８年から社長を務めていま

した。議員になってからは社長を

退きましたが，依然として株は持

ち続けていた。昨年１０月の時点

で，Ｄさんの持ち株は３３．３％。

残りのほとんども，妻や息子など

一族が所有していました」（Ｄ工

業関係者） 

市長および市議会議員が，自身が

実質的に経営に携わっている企

業で市の公共事業を受注するこ

とは，守谷市の政治倫理条例によ

って明確に禁じられている違反

行為だ。 

原告が，市長又は市議会議員

であるにもかかわらず，自身

が実質的に経営に携わってい

る企業で守谷市の公共事業を

受注しており，守谷市の政治

倫理条例違反行為を行ってい

る旨の事実 

一般人をして原告が違法行

為に手を染めた政治家との

印象を与え，社会的評価を

低下させる。 

政治倫理条例に違反しておら

ず，真実に反する。 

「原告が，市長又は市議会議員であ

るにもかかわらず，自身が実質的に

経営に携わっている企業で守谷市の

公共事業を受注しており，守谷市の

政治倫理条例違反行為を行ってい

る」があった旨の事実は，証拠等に

より存否を決することが可能である

から，事実摘示に該当し，かかる事

実は存在しないから，真実に反す

る。 

論評であるとしても前提事実が真実

ではないし，論評として許容される

範囲を超えている。 

当該記述の内容は真実であり，論評は

前提事実に基づき相当である。 

⑨ さらに，落札率９５％以上という

点にも，重大な疑義があるとい

う。「官製談合をしなければこの

数字は出ません。何らかの形で，

不正に入札に関与した可能性は

極めて高い」（公共事業論が専門

の法政大学名誉教授・Ｈ氏） 

Ｄ氏が市長に就任した後も，Ｄ工

業は２件の公共事業を受注。その

うちの一つは，落札率１００％と

いう通常では考えられない数字

だ。 

Ｄ工業の落札率である，９

５％以上という数字は，官製

談合をしなければ出ない数字

であり，原告が「何らかの形

で不正に入札に関与した可能

性は極めて高い」旨の事実 

一般人をして原告が違法行

為に手を染めた政治家との

印象を与え，社会的評価を

低下させる。 

原告が官製談合を行うなど不

正に入札に関与した事実はな

いから，真実に反する。実際

のところ，落札率は他社比較

で特に高率というわけではな

いし，落札率が高いのは，も

ともとの予定価格が低額であ

ることが原因である。 

これらの記述は，本件各記事全体の

文脈からすれば，えん曲に疑惑の対

象とされた事実が確実であることを

印象付けることで，「原告が，Ｄ工業

の落札率を高めるため官製談合を行

っている等不正に入札に関与してい

る」旨の事実を摘示するものであ

り，かかる事実は，証拠等により存

否を決することが可能であるから，

事実摘示に該当し，かかる事実は存

在しないから，真実に反する。 

論評であるとしても前提事実が真実

ではないし，論評として許容される

範囲を超えている。 

当該記述の内容は真実であり，論評は

相当である。 

⑩ 市長就任後もＤ工業の株を手放

していないのであれば，地方自治

法に抵触する可能性もあるとい

原告が市長及び議員による兼

業を禁じる地方自治法の脱法

行為を行っている旨の事実及

一般人をして，原告が地方

自治法に違反している旨の

印象を与え，原告の社会的

原告が地方自治法に違反した

事実はないから真実に反す

る。なお，原告は市長就任

地方自治法９２条の２は，地方公共

団体の議会の議員に対して株式を保

有することを禁じるものではないか

当該記述の内容は真実である。 
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う。 

「同法は市長および議員による

兼業を禁じていますから，明らか

な脱法行為です。議員が同様のこ

とをやっているケースは稀（ま

れ）にありますが，市長自らが行

っているのは前代未聞です」（前

出・Ｈ氏） 

びそれが前代未聞である旨の

事実 

評価を低下させる。 後，Ｄ工業の株式を第三者に

譲渡しており，いずれにせよ

真実に反する。 

ら，「市長就任後もＤ工業の株を手放

していないのであれば，地方自治法

に抵触する可能性もある」との記載

は真実に反する。 

また，これらの記述は，本件各記事

全体の文脈からすれば，「守谷市長自

らが地方自治法において禁止されて

いる兼業等の地方自治法に違反する

明らかな脱法行為」を行っている旨

の事実を摘示するものであるとこ

ろ，原告が地方自治法に違反してい

る事実はないから，真実に反する。 

⑪ Ｄ氏がその立場を利用し，自らの

懐（ふところ）にカネが入る仕組

みを長きにわたり築いていたと

言われても仕方ないのではない

か。本誌が守谷市に問い合わせる

と，Ｄ市長は記者を市役所に呼

び，こう語った。 

原告が自らの立場を利用し，

自らの懐にカネが入る仕組み

を長きにわたり築いてきた旨

の事実 

一般人をしてあたかも原告

が市政を私物化し，自らの

会社に公共事業を受注させ

ることにより私利を得てい

るかのように（議長職と公

共事業の落札率に因果関係

があると）誤解させるもの

であり，原告の社会的評価

を低下させる。 

実際には，そのような事実は

ないから，真実に反する。 

本件各記事全体の文脈からすれば，

「原告が自らの立場を利用し，自ら

の懐にカネが入る仕組みを長きにわ

たり築いてきた」旨の事実を摘示す

るものであり，かかる事実は証拠等

により存否を決することが可能であ

るから，事実摘示に該当し，かかる

事実は存在しないから，真実に反す

る。 

論評であるとしても前提事実が真実

ではないし，論評として許容される

範囲を超えている。 

記事中に摘示した事実を前提として編

集部の意見・感想が開陳されたもので

ある。 

⑫ 「Ｄ工業の株を所有していたこ

とは事実です。８年ほど前に父が

亡くなり，相続しました。ただ，

経営に関与していなかったため，

条例違反という認識はありませ

ん。また，市長就任後，１１月３

０日付で株はすべて売却してい

ます。金額は２００万円ほどだっ

たと記憶しています」 

公共事業は言わずもがな，市民の

税金によって行われている。はた

して６万人の守谷市民は，Ｄ市長

のこの「言い訳」に納得するだろ

うか。 

原告が，被告の問い合わせに

対して「言い訳」を述べた旨

の事実 

原告が「言い訳」を述べて

いるとの事実を摘示し，あ

たかも原告が不正又は違法

行為を犯しながら，言い訳

を述べているとの誤解を与

えるものであり，原告の社

会的評価を低下させる。 

実際には，原告の説明は全て

事実であって何ら言い訳では

ないから，真実ではない。 

本件記事全体の文脈からすれば，「原

告が不正行為又は違法行為を行いな

がら，被告の取材に対して，言い訳

を述べて責任を逃れようとしてい

る」旨の事実を摘示するものであ

り，かかる事実は証拠等により存否

を決することが可能であるから，事

実摘示に該当し，かかる事実は存在

しないから，真実に反する。 

論評であるとしても前提事実が真実

ではないし，論評として許容される

範囲を超えている。 

原告の主張内容を引用したものであ

り，疑義を呈する論評は相当である。 
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